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連結経営指標等 

  

 
 (注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期 

第２四半期 
連結累計期間

第26期
第２四半期 
連結累計期間

第25期
第２四半期 
連結会計期間

第26期 
第２四半期 
連結会計期間

第25期

会計期間

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年 
     ９月30日

自  平成22年
     ４月１日
至  平成22年 
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年 
     ９月30日

自  平成22年 
     ７月１日 
至  平成22年 
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成22年 
     ３月31日

売上高 (百万円) 75,197 74,350 37,680 37,242 151,589

経常利益 (百万円) 1,630 2,481 1,078 1,218 4,539

四半期(当期)純利益 (百万円) 415 2,526 409 1,767 2,135

純資産額 (百万円) ― ― 39,575 42,846 41,425

総資産額 (百万円) ― ― 84,233 94,231 91,637

１株当たり純資産額 (円) ― ― 885.16 954.42 922.62

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) 10.56 61.39 10.41 42.95 54.30

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 41.3 41.7 41.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,198 6,284 ― ― 8,225

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △687 759 ― ― 4,052

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,192 1,346 ― ― 1,058

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 17,595 35,803 27,622

従業員数 (名) ― ― 16,392 15,343 15,634
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔 〕内に当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記

載しております。 

  

  

 
（注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は〔 〕内に当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間

換算）を外数で記載しております。 

 ２ 臨時雇用者数には、契約社員、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いておりま

す。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名)
15,343

〔17,464〕

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名)
8,691

〔13,189〕
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当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  上記の金額は外部顧客に対する生産に基づくものであります。 

２  上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  上記の金額は外部顧客に対する受注に基づくものであります。 

２  上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １  上記の金額は外部顧客に対する売上高に基づくものであります。 

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

単体サービス 30,346 ─

ＢｔｏＢ国内子会社 2,306 ─

ＢｔｏＢ海外子会社 3,410 ─

ＢｔｏＣ子会社 587 ─

合計 36,651 ─

(2) 受注実績

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

単体サービス 30,402 ─ 72,162 ─

ＢｔｏＢ国内子会社 2,753 ─ 2,835 ─

ＢｔｏＢ海外子会社 1,301 ─ 6,443 ─

ＢｔｏＣ子会社 386 ─ 1,458 ─

合計 34,844 ─ 82,899 ─

(3) 販売実績

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

単体サービス 30,305 ─

ＢｔｏＢ国内子会社 2,999 ─

ＢｔｏＢ海外子会社 3,357 ─

ＢｔｏＣ子会社 579 ─

合計 37,242 ─
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当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な

変動等または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあり

ません。  

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

(１)経営成績の分析 

 当第２四半期におけるわが国経済は、高水準に推移する円高、経済対策効果の希薄化などの影響によ

り、景気回復ペースは鈍化傾向にあります。当社グループの事業が関連する情報サービス業界において

も、依然として、停滞感が残る状況が続いております。 

 一方で、企業活動における業務プロセスの一部を一括して専門業者に外部委託するBPO（ビジネスプ

ロセスアウトソーシング）ビジネスの市場が、昨今、急速に日本で拡大しております。これは、業務の

効率化やコスト削減といった視点での経営課題に取り組む企業が、積極的にBPOを活用し始めているこ

とが背景にあると考えられます。 

 このような環境をふまえ、当社グループでは、需要の高いBPOビジネス分野を強化するため、新たに

沖縄県に組み込み開発・検証センター拠点「ビジネスプロセスアウトソーシング沖縄テクニカルセンタ

ー」を本年９月に設立し、BPOビジネス拠点の拡充に取り組んでまいりました。 

 海外では、引き続き中国を中心にアジア諸国で総じて高い成長が続いております。当社グループとし

ては、このような潜在的需要の高いアジア地域でのグローバル展開を加速させるため、中国最大手EC企

業であるタオバオとの強力なパートナーシップのもと、タオバオ出店の運用に特化した独自開発のCRM

システム「transCRM」の提供を開始し、企業の中国進出を支援する体制を強化いたしました。 

 収益面におきましては、前期に実施したグループ会社の整理・統合など諸施策の効果もあって、順調

に改善しておりますが、引き続き販売管理費の抑制に努め、より安定した収益性確保を目指してまいり

ます。 

 以上のような状況のもと、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高37,242百万円となり前年同期

比1.2％の減収となりました。利益につきましては、前期に実施した諸施策の効果により、営業利益は

1,326百万円となり前年同期比10.3％の増益、経常利益は1,218百万円となり前年同期比13.0％の増益と

なりました。また、投資有価証券売却益の計上などにより、四半期純利益は1,767百万円となり前年同

期比332.0％の大幅な増益となりました。 

 セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

(単体サービス) 

 当社におけるアウトソーシングサービス事業等につきましては、ITサービスの需要の拡大が見込まれ

るものの、引き続き低迷している外部環境の影響もあり、売上高は30,378百万円、セグメント利益は

1,249百万円となりました。 

(ＢｔｏＢ国内子会社) 

 ＢｔｏＢ国内子会社につきましては、前期に実施したグループ再編の影響もあり、売上高は5,490百

万円にとどまったものの、セグメント利益については152百万円に改善しました。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(ＢｔｏＢ海外子会社) 

 ＢｔｏＢ海外子会社につきましては、韓国、中国におけるコールセンターサービスの受注は比較的好

調に推移し、売上高は3,486百万円となり、セグメント損失は51百万円にとどまりました。 

(ＢｔｏＣ子会社) 

 ＢｔｏＣ子会社につきましては、前期に実施した事業の選択と集中等の効果により、売上高は580百

万円、セグメント利益については2百万円となりました。 

  

(２)財政状態の分析 

(資産) 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて5,468百万円増加し、64,184百万円となりました。これは、

営業キャッシュ・フローの改善や投資有価証券の売却などにより、現金及び預金が増加したことによる

ものであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて2,874百万円減少し、30,047百万円となりました。これは、

投資有価証券の一部売却による減少や、有形・無形固定資産および繰延税金資産が減少したことによる

ものであります。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて2,593百万円増加し、94,231百万円となりました。 

(負債) 

 流動負債は、前連結会計年度末と比べて8,268百万円増加し、36,290百万円となりました。これは、

固定負債から振り替えた1年内返済予定の長期借入金が増加したことによるものであります。  

 固定負債は、前連結会計年度末と比べて7,095百万円減少し、15,095百万円となりました。これは、

長期借入金の一部を流動負債に振り替えたことによる減少であります。 

 この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて1,173百万円増加し、51,385百万円となりまし

た。   

(純資産) 

 当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて1,420百万円増加し、42,846百

万円となり、自己資本比率は、41.7％となりました。 

  

(３)キャッシュ・フローの状況の分析 

 当第２四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比べ250百万円収入が 増加し、437百万円の

収入となりました。この主な要因は、税金等調整前四半期純利益の増加によるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比べ1,614百万円収入が増加し、1,297百万円

の収入となりました。この主な要因は、投資有価証券の売却による収入が増加したことによるものであ

ります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比べ93百万円収入が減少し、1,735百万円の

収入となりました。この主な要因は、短期借入れによる収入が減少したことによるものであります。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ

8,180百万円増加し、35,803百万円となりました。 
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(４)事業上および財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変

更および新たに生じた課題はありません。 

 なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、そ

の内容等は次のとおりです。 
  

① 基本方針の内容 

 当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社

が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であ

る必要があると考えております。 

 当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案がなされた場合、その判断は最終的には株主全体の意思

に基づき行われるべきものと考えております。また、当社株式について大量買付がなされた場合、これ

が当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否定するもので

はありません。しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利

益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会

社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案

を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な

条件をもたらすために買収者との交渉を必要とするもの等、大量買付の対象となる会社の企業価値・株

主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

 当社の企業価値は、お客様の満足度の大きさに価値を置き、企業価値の維持・向上に努めておりま

す。当社の企業価値の源泉は、（ア）情報処理アウトソーシングビジネスの先駆けとして創業以来蓄積

してきた総合的な「技術力」、（イ）環境変化に即応し最新技術を創意工夫で融合させていくことので

きる「人」の存在、（ウ）独立系企業としての強みを生かして構築された様々な「顧客との間の安定

的・長期的な信頼関係」にあると考えております。当社株式の買付を行う者がこれら当社の企業価値の

源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益は毀損されることになります。当社は、このような濫用的な買収に対しては、必要かつ相

当な対抗措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考

えております。 
  

② 基本方針実現のための取り組みの具体的な内容の概要 

(a) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み 

（中期経営計画等） 

 当社は、当社の企業価値の源泉を踏まえ、創業以来、一貫して標榜してきた「顧客第一主義」という

理念のもと、以下の諸施策に取り組むことで当社の企業価値ひいては株主共同の利益向上を図ってまい

ります。 

 (i) グローバル化市場でのサービスの提供 

 当社は1995年に初めて中国市場に進出し、高品質・低コストでのシステム開発（オフショア開発）事

業へ参入したのを皮切りに、現地向けのコールセンター、デジタルマーケティング、ビジネスプロセス

アウトソーシング等グローバル市場でのサービス体制の構築・展開を加速させております。とくにコア

事業であるコールセンターサービスのグローバル化を推進し、中国、韓国、タイ等にコールセンター拠

点を設け、アジア主要10言語に対応する『グローバルコールセンターサービス』の提供を開始する等、

ますます顧客志向がグローバル化していくことに備え、グローバルでの競争力強化に取り組んでまいり

ます。 

 (ⅱ) 業種・業務に特化したサービスの提供 

 法改正等に代表されるとおり企業を取り巻く環境は刻一刻と変化し続けております。この変化ととも

にアウトソーシングニーズはますます多様化してきており、また業種特有の課題がより多く顕在化して

きております。当社は、多様化しているニーズに総合的に対応していくため、「業界別営業体制」を採

用しております。各業界・業種のプロフェッショナルである「人」と「技術力」を用意し、どの業界の
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お客様企業にも最適なサービスを提供できるように、より一層のサービス体制の強化に取り組んでまい

ります。 

 (ⅲ) グループ各社との連携による高付加価値・高品質なサービスの提供 

 当社は、当社が持つ独自サービスに加え、分析力、技術力といったそれぞれの分野で高い専門性を持

つ企業も多く抱えております。このようなグループ各社との連携を深め、当社の「人」による運用力を

ベースに高い事業シナジーを創出し続けていくことで、より高付加価値・高品質なサービス提供を実現

していくとともに、独自性と総合力でコスト競争力強化に取り組んでまいります。 

（コーポレート・ガバナンスの強化） 

 当社は、透明性の高い公正な経営を実現すべく、取締役の任期を1年とし、平成21年6月25日付第24回

定時株主総会の後においては、10名の取締役のうち3名を独立性のある社外取締役とすることにより経

営に対する監視機能の強化を図っております。また、意思決定の迅速化による事業環境変化への対応力

強化を図るため執行役員制を導入しております。監査役につきましては、平成21年6月25日付第24回定

時株主総会の後においては、社外監査役2名を含む4名により監査役会を構成し、取締役会等の重要な会

議に出席するほか、当社および国内外子会社への監査を実施し、取締役の職務執行の監査を行っており

ます。 

(b) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取り組みの具体的な内容の概要 

(i) 当社は、平成21年5月20日付取締役会決議および平成21年6月25日付第24回定時株主総会決議に基づ

き当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）を、

平成21年7月1日をもって導入いたしました。本プランの概要については、下記(ⅱ)のとおりであり

ます。 

 (ⅱ)本プランの概要 

 ア 本プランの目的 

 当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない当社

株式の大量買付を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考

えております。本プランは、こうした不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配さ

れることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付を抑止するため、当社株

式に対する大量買付が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主

の皆様がかかる大量買付に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主

の皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることを目的としております。 

 イ 対象となる買付等 

 本プランは、下記（ア）または（イ）に該当する当社株券等の買付その他の取得もしくはこれに類似

する行為またはこれらの提案（第三者に対して買付等を勧誘する行為を含みます。但し、当社取締役会

が本プランを適用しない旨別途認めたものを除くものとし、以下「買付等」といいます。）がなされる

場合を適用対象といたします。 

（ア）当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付その他の取

得 

（イ）当社が発行者である株券等について、公開買付を行う者の株券等所有割合およびその特別関係者

の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付 

 ウ 本プランの発動に係る手続 

 買付等を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）は、買付等の開始または実行に先立ち、

別途当社の定める書式により、本プランの手続を遵守する旨の誓約文言等を含む書面等を当社に対して

提出していただくとともに、当社が交付した書式に従い、株主の皆様の判断等のために必要な所定の情

報を記載した書面（以下「買付説明書」といいます。）を当社取締役会に対して提出していただきま

す。当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会に送付いたします。 

 独立委員会は、当該買付説明書の記載内容が必要情報として不十分であると判断した場合には、買付

者等に対し、適宜回答期限を定めたうえ、追加的に情報を提供するよう求めることがあります。また、

独立委員会は、買付者等および当社取締役会からの情報等（追加的に提供を求めたものも含みます。）
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を受領してから原則として最長60日間が経過するまでの間、買付等の内容の検討、買付者等と当社取締

役会の経営計画・事業計画等に関する情報収集・比較検討、当社取締役会の提供する代替案の検討、買

付者等との協議・交渉等を行います。 

 そのうえで、独立委員会は、買付等について、下記エにおいて定められる発動事由に該当すると判断

した場合、原則として、当社取締役会に対して、本プランの発動として新株予約権の無償割当てを実施

することを勧告いたします。なお、独立委員会は、下記エにおいて定められる発動事由のうち発動事由

その２（以下、「発動事由その２」といいます。）の該当可能性が問題となっている場合には、あらか

じめ新株予約権の無償割当ての実施に関して株主意思の確認を得るべき旨の留保を付すことができるも

のといたします。 

 また、当社取締役会は、本プランに従った新株予約権の無償割当てを実施するに際して、(i)独立委

員会が新株予約権の無償割当ての実施に際してあらかじめ株主総会の承認を得るべき旨の留保を付した

場合、または(ⅱ)ある買付等について発動事由その２の該当可能性が問題となっており、かつ、取締役

会が、株主総会の開催に要する時間等を勘案したうえで、善管注意義務に照らし、株主意思を確認する

ことが適切と判断する場合には、株主総会を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関する株主の皆

様の意思を確認することができます。 

 当社取締役会は、上記の独立委員会の勧告を最大限尊重して新株予約権無償割当ての実施または不実

施に関する決議を行い、また、上記の株主総会の決議が存する場合には、その決議に従います。 

 エ 新株予約権の無償割当ての要件 

 本プランを発動して新株予約権の無償割当てを実施するための要件は、下記のとおりです。 
  

記 

発動事由その１ 

 本プランに定められた手続に従わない買付等であり（買付等の内容を判断するために合理的に必要と

される時間や情報の提供がなされない場合を含みます。)、かつ新株予約権の無償割当てを実施するこ

とが相当である場合 

発動事由その２ 

下記のいずれかに該当し、かつ新株予約権の無償割当てを実施することが相当である場合 

(a) 下記に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたら

すおそれのある買付等である場合 

① 株券等を買い占め、その株券等について当社側に対して高値で買取りを要求する行為 

② 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当社の犠牲のもとに買

付者等の利益を実現する経営を行うような行為 

③ 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為 

④ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その

処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会をねら

って高値で売り抜ける行為 

(b) 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件を不利に

設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の株式買付を行うことをいいます。）等株主に株式

の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合 

(c) 買付等の条件（対価の価額・種類、時期、方法の適法性、実現可能性、または買付等の後における

当社の他の株主、従業員、顧客、取引先その他当社に係る利害関係者に対する方針等を含みま

す。）が当社の本源的価値に鑑み不十分または不適当な買付等である場合 

(d) 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な「仕組み（人と技術力の融合）」や当社の従業員、顧

客、取引先等との関係を損なうこと等により、当社の企業価値または株主共同の利益に反する重大

なおそれをもたらす買付等である場合  

オ その他 

 本プランに従い株主の皆様に対して割当てられる予定の新株予約権は、１円を下限とし当社株式１株

の時価の２分の１の金額を上限とする金額の範囲内で当社取締役会または株主総会が別途決定した金額

を払い込むことにより行使することができ、かかる行使により原則として普通株式１株を取得すること
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ができます。また、買付者等およびその関係者による権利行使は原則として認められないという行使条

件、および当社が買付者等およびその関係者以外の者から当社株式１株と引換えに新株予約権１個を取

得することができる旨の取得条項が付されております。 

 本プランの有効期間は、平成21年７月１日から第24回定時株主総会終結後3年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとします。但し、有効期間の満了前であって

も、当社株主総会において本プランに係る新株予約権の無償割当てに関する事項の決定についての取締

役会への委任を撤回する旨の決議が行われた場合、または当社取締役会において本プランを廃止する旨

の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものといたします。 
  

③ ②の取り組みに対する当社取締役会の判断およびその理由 

 当社の中期経営計画およびコーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社グループの企業価値

ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであ

り、まさに当社の基本方針に沿うものであります。 

 また、本プランは、当社株式に対する買付等が行われた際に、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うものです。また、導入に当たり株主の皆様の承認を

得ていること、一定の場合には本プランの発動の是非について株主の皆様の意思を確認する仕組みが設

けられていること、有効期間が約３年と定められており、いわゆるサンセット条項が付されているこ

と、および有効期間の満了前であっても、当社の株主総会または取締役会によりいつでも本プランを廃

止できるとされていること等、株主意思を重視するものとなっております。さらに、本プランの発動に

関する合理的な客観的要件が設定されていること、経営陣からの独立性を有する社外取締役等によって

構成される独立委員会が設置され、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断を経ることが必要

とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家等を利用し助言を受けることができるとさ

れていること、当社取締役の任期は1年とされていること等により、その公正性・客観性も担保されて

おります。 

 したがって、本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会

社役員の地位の維持を目的とするものではありません。 

以上

  

(５)研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は225百万円であります。 
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当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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(注) 提出日現在の発行数には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,794,046 48,794,046
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 48,794,046 48,794,046 ― ―
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新株予約権 

 
(注) １ 上記の新株予約権は平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づくものであります。 

２ 新株予約権１個当たりの株式数は200株であります。 

３ 当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、各新株予約権の目的たる株式の数を

次の算式により調整されるものとする。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらに準じて各新株予

約権の目的たる株式の数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲内で、各新株予約権の目的たる株

式の数は適切に調整されるものとする。 

なお、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

４ 発行日以降、当社普通株式の分割または併合を行う場合、行使価額は次に定める算式により、調整される

ものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

 
また、当社普通株式につき時価を下回る価額で新株を発行または自己株式を処分する(新株予約権の行使並

びに「商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法に基づく商法第280条ノ19に

規定する新株引受権の行使の場合を除く。)場合、行使価額は次に定める算式により、調整されるものと

し、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

 
  また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で、行使価額

を調整するものとする。 

５ 平成18年２月14日開催の取締役会決議に基づき、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割

したことにより、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」および「新

株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格および資本組入額」が調整されております。 

(2) 【新株予約権等の状況】

株主総会の特別決議日(平成17年６月29日)

第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数 1,072個

新株予約権のうち 
自己新株予約権の数

―

新株予約権の目的となる 
株式の種類

普通株式

新株予約権の目的となる 
株式の数

214,400株

新株予約権の行使時の 
払込金額

１株当たり2,270円

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日から平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株
式を発行する場合の株式の
発行価格および資本組入額

発行価格    2,270円
資本組入額   1,135円

新株予約権の行使の条件

① 各新株予約権の一部行使はできないものとする。
② 新株予約権の割り当てを受けた者は、当社および当社子会社の役員および従業

員ならびに顧問の地位を失った場合、新株予約権返還事由が生じる事となり、
会社に新株予約権を返還する事とする。また、新株予約権の割り当てを受けた
者が死亡した場合は、相続はできない。

③ その他の条件については、「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する
事項

新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株
予約権の交付に関する事項

─

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数
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 該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  

 
  

 
(注) １ 当第２四半期会計期間末現在における、信託業務に係る株式数については、当社として把握することができ

ないため記載しておりません。 

２ 自己株式7,647千株(15.67％)については、議決権がないため、上記から除いております。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年９月30日 ─ 48,794,046 ─ 29,065 ─ ─

(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

奥 田 耕 己 東京都渋谷区南平台町 7,498 15.37

奥 田 昌 孝 東京都渋谷区南平台町 5,910 12.11

平 井 美穂子 東京都渋谷区鉢山町 2,185 4.48

財団法人奥田育英会 和歌山県和歌山市吹上２－１－22 1,753 3.59

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 1,245 2.55

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 767 1.57

トランス・コスモス社員持株会 東京都渋谷区渋谷３－25－18 511 1.05

BNP-PARIBAS SECURITIES SERVICES 
MILAN / JASDEC ITALIAN RESIDENTS 
（常任代理人 香港上海銀行東京支 
 店）

PIAZZA SAN FEDELE ２ 20121 MILAN
（東京都中央区日本橋３－11－１）

397 0.82

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海１－８－11 372 0.76

資産管理サービス信託銀行株式会社
(証券投資信託口)

東京都中央区晴海１－８－12晴海アイランド
トリトンスクエア オフィスタワーZ棟

302 0.62

計 ― 20,945 42.93
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(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,843株(議決権98個)含ま

れております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式29株が含まれております。 

  

 
  

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
  普通株式  7,647,700

― ─

完全議決権株式(その他)  普通株式 40,919,000 409,190 ─

単元未満株式  普通株式  227,346 ― ─

発行済株式総数 48,794,046 ― ―

総株主の議決権 ― 409,190 ―

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
トランス・コスモス 
株式会社

東京都渋谷区渋谷３－25－18 7,647,700 ─ 7,647,700 15.67

計 ― 7,647,700 ─ 7,647,700 15.67

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年 
 ４月

 
５月

 
６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 873 918 847 855 798 726

最低(円) 746 778 715 716 656 677

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)および前第２四半期連

結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)および当第２四半期連結累

計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)および前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで)に係る四半期連結財務諸表ならびに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９

月30日まで)および当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 36,376 28,249

受取手形及び売掛金 21,787 24,865

有価証券 51 80

商品及び製品 22 20

仕掛品 631 653

貯蔵品 20 18

繰延税金資産 3,761 3,397

その他 1,948 1,586

貸倒引当金 △416 △156

流動資産合計 64,184 58,715

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１ 3,975 ※１ 4,242

工具、器具及び備品（純額） ※１ 2,879 ※１ 3,330

土地 1,145 1,154

その他（純額） ※１ 419 ※１ 379

有形固定資産合計 8,418 9,106

無形固定資産

のれん ※３ 824 ※３ 1,085

ソフトウエア 2,926 3,192

その他 322 396

無形固定資産合計 4,073 4,674

投資その他の資産

投資有価証券 3,633 4,346

関係会社株式 3,585 3,769

その他の関係会社有価証券 86 49

出資金 0 4

関係会社出資金 356 352

繰延税金資産 2,982 3,728

差入保証金 4,806 4,872

その他 2,426 2,450

貸倒引当金 △322 △432

投資その他の資産合計 17,554 19,140

固定資産合計 30,047 32,921

資産合計 94,231 91,637
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 3,472 4,099

短期借入金 ※２ 674 ※２ 791

1年内償還予定の社債 1,070 1,070

1年内返済予定の長期借入金 17,604 8,543

未払金 2,327 2,408

未払費用 4,875 5,213

未払法人税等 448 536

未払消費税等 1,164 1,377

賞与引当金 2,897 2,711

その他 1,753 1,268

流動負債合計 36,290 28,021

固定負債

社債 2,195 2,730

長期借入金 9,515 16,085

退職給付引当金 114 111

訴訟損失引当金 2,548 2,548

その他 721 715

固定負債合計 15,095 22,190

負債合計 51,385 50,212

純資産の部

株主資本

資本金 29,065 29,065

資本剰余金 20,510 20,511

利益剰余金 8,345 6,257

自己株式 △15,921 △15,921

株主資本合計 42,000 39,912

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △151 207

為替換算調整勘定 △2,577 △2,156

評価・換算差額等合計 △2,729 △1,949

少数株主持分 3,575 3,462

純資産合計 42,846 41,425

負債純資産合計 94,231 91,637
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(2) 【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

売上高 75,197 74,350

売上原価 61,121 61,269

売上総利益 14,075 13,081

販売費及び一般管理費 ※１ 12,326 ※１ 10,656

営業利益 1,749 2,425

営業外収益

受取利息 45 33

受取配当金 13 2

デリバティブ評価益 164 12

持分法による投資利益 － 74

助成金収入 135 246

その他 103 119

営業外収益合計 463 489

営業外費用

支払利息 246 292

持分法による投資損失 76 －

為替差損 149 60

その他 110 80

営業外費用合計 582 433

経常利益 1,630 2,481

特別利益

固定資産売却益 78 －

投資有価証券売却益 － 1,339

関係会社株式売却益 178 88

貸倒引当金戻入額 52 29

持分変動利益 0 18

その他 283 171

特別利益合計 594 1,647

特別損失

固定資産売却損 1 －

固定資産除却損 152 6

減損損失 505 331

持分変動損失 111 －

清算損失引当金繰入額 346 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 53

その他 897 324

特別損失合計 2,014 715

税金等調整前四半期純利益 210 3,412

法人税、住民税及び事業税 137 240

法人税等調整額 △40 454
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

法人税等合計 96 694

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,717

少数株主利益又は少数株主損失（△） △301 191

四半期純利益 415 2,526
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

売上高 37,680 37,242

売上原価 30,391 30,667

売上総利益 7,288 6,574

販売費及び一般管理費 ※１ 6,085 ※１ 5,247

営業利益 1,203 1,326

営業外収益

受取利息 13 18

受取配当金 10 1

持分法による投資利益 － 49

助成金収入 132 57

その他 67 64

営業外収益合計 224 192

営業外費用

支払利息 122 147

持分法による投資損失 45 －

為替差損 58 28

その他 123 125

営業外費用合計 349 300

経常利益 1,078 1,218

特別利益

固定資産売却益 67 －

投資有価証券売却益 58 1,328

貸倒引当金戻入額 20 8

持分変動利益 0 18

その他 68 223

特別利益合計 215 1,579

特別損失

固定資産除却損 141 5

減損損失 164 249

持分変動損失 108 －

その他 432 260

特別損失合計 845 515

税金等調整前四半期純利益 447 2,281

法人税、住民税及び事業税 42 136

法人税等調整額 39 343

法人税等合計 82 479

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,801

少数株主利益又は少数株主損失（△） △43 34

四半期純利益 409 1,767
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 210 3,412

減価償却費 1,332 1,003

減損損失 505 331

のれん償却額 223 260

無形固定資産償却費 764 537

貸倒引当金の増減額（△は減少） 55 △90

賞与引当金の増減額（△は減少） △255 143

退職給付引当金の増減額（△は減少） 140 166

受取利息及び受取配当金 △59 △36

支払利息 246 292

為替差損益（△は益） 149 60

持分法による投資損益（△は益） 76 △74

固定資産除却損 152 6

投資有価証券売却損益（△は益） △68 △1,338

関係会社株式売却損益（△は益） △154 △88

関係会社株式評価損 － 93

持分変動損益（△は益） 110 △18

売上債権の増減額（△は増加） 2,572 2,835

たな卸資産の増減額（△は増加） 272 47

仕入債務の増減額（△は減少） △1,320 △560

その他 117 △105

小計 5,074 6,877

利息及び配当金の受取額 60 72

利息の支払額 △251 △288

訴訟和解金の支払額 － △80

法人税等の支払額 △217 △297

法人税等の還付額 532 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,198 6,284

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △215 △142

定期預金の払戻による収入 190 175

有形固定資産の取得による支出 △473 △440

無形固定資産の取得による支出 △552 △352

投資有価証券の取得による支出 △71 △9

投資有価証券の売却による収入 268 1,561

投資有価証券の償還による収入 32 －

関係会社株式の取得による支出 － △125

関係会社株式の売却による収入 9 89

関係会社の整理による収入 33 70
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

少数株主からの株式の購入による支出 △274 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 1

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△179 －

差入保証金の差入による支出 △61 △392

差入保証金の回収による収入 262 347

その他の支出 △104 △166

その他の収入 447 143

投資活動によるキャッシュ・フロー △687 759

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 7,540 1,150

短期借入金の返済による支出 △10,390 △1,266

長期借入れによる収入 2,100 3,020

長期借入金の返済による支出 △122 △522

社債の償還による支出 △293 △535

自己株式の売却による収入 5 0

自己株式の取得による支出 △0 △1

配当金の支払額 － △411

少数株主への配当金の支払額 △0 △1

その他 △30 △85

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,192 1,346

現金及び現金同等物に係る換算差額 65 △140

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,383 8,250

現金及び現金同等物の期首残高 14,211 27,622

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物の
増減額（△は減少）

－ △69

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 17,595 ※１ 35,803
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該当事項はありません。  

  

  

 
  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

１. 連結の範囲に関す 

 る事項の変更

(1) 連結の範囲の変更

当第２四半期連結累計期間の連結子会社の異動は次の通りであります。

（新規）

・大宇宙商業服務（蘇州）有限公司（平成22年４月28日設立）

・TENSYN COMMUNICATION HOLDING CO., LTD.（持分比率の増加により持分法適用会社か

らの変更）

・騰信互動（北京）諮詢有限公司（持株会社であるTENSYN COMMUNICATION HOLDING 

CO., LTD.の持分比率の増加による）

（除外）

・APPLIED TECHNOLOGY KOREA,INC.（平成22年６月25日清算結了）

・瀋陽大宇宙信息系統有限公司（平成22年９月８日清算結了）

(2) 変更後の連結子会社の数

52社

２. 持分法の適用に関 

 する事項の変更

当第２四半期連結累計期間の持分法適用会社の異動は次の通りであります。

（新規）

・北京騰信互動広告有限責任公司（持株会社である騰信互動（北京）諮詢有限公司の持

分比率の増加による）

・瀋陽新華通大科技有限公司(新規取得）

（除外） 

・株式会社グリッド・ソリューションズ（平成22年５月28日清算結了）

・日本公共料金サービス株式会社（全保有株式売却）

・TENSYN COMMUNICATION HOLDING CO., LTD.（持分比率の増加により連結子会社へ変

更）

・株式会社富士山マガジンサービス（保有株式一部売却）

３. 連結子会社の事業 

 年度等に関する事項 

 の変更

当第２四半期連結累計期間に連結子会社となった大宇宙商業服務（蘇州）有限公司、

TENSYN COMMUNICATION HOLDING CO., LTD.、および騰信互動（北京）諮詢有限公司の決

算日は、12月31日であります。連結財務諸表作成にあたっては、６月30日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

っております。 

第１四半期連結会計期間より、決算日が12月31日であった株式会社トランスコスモス・

テクノロジーズは決算日を３月31日に変更しております。決算期変更に伴う平成22年１

月１日から平成22年３月31日までの３ヶ月間の損益については、利益剰余金の増減とし

て調整しております。
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当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

４. 会計処理基準に関 

 する事項の変更

 

 

(1)「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の

取扱い」の適用

 第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号

平成20年３月10日公表分）および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用し、連結決算上必要な修正を行

っております。  

 なお、これによる経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響額は軽微で

あります。  

(2)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号 平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。  

 これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益は、91百万円、税金等

調整前四半期純利益は、144百万円それぞれ減少しております。また、当会計基準等の

適用開始による資産除去債務の変動額は193百万円であります。

(3)「企業結合に関する会計基準」等の適用

 当第２四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21

号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号

平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準

第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12

月26日公表分）、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

 前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました特別利益の「固定資産売却益」（当第２四半期

連結累計期間0百万円）および特別損失の「固定資産売却損」（当第２四半期連結累計期間0百万円）は、金額的

重要性が乏しくなったため、特別利益の「その他」および特別損失の「その他」に含めて表示しております。 

 前第２四半期連結累計期間において、特別利益の「投資有価証券売却益」は特別利益の「その他」に含めて表

示しておりましたが、当第２四半期連結累計期間において特別利益総額の100分の20を超えたため、区分掲記いた

しました。なお、前第２四半期連結累計期間の「投資有価証券売却益」は68百万円であります。

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

 前第２四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました特別利益の「固定資産売却益」（当第２四半期

連結会計期間0百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、特別利益の「その他」に含めて表示しておりま

す。
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当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日)

１. 一般債権の貸倒見積高の

算定方法

 一部の連結子会社は、当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結

会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計

年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２. 棚卸資産の評価方法  当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する

方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３. 固定資産の減価償却費の

算定方法 

 固定資産の年度中の取得、売却または除却等の実績を反映し年間償却予定額

を期間按分する方法によっております。 

 なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。

４. 法人税等ならびに繰延税

金資産および繰延税金負債

の算定方法 

 一部の連結子会社は、法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減

算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを

利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、11,317百万円

であります。

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、10,811百万円

であります。

※２ 当座貸越契約および貸出コミットメントライン契

約

当座貸越極度額および 

貸出コミットメントの総額
5,750百万円

借入実行残高 400百万円

 差引額 5,350百万円

※２ 当座貸越契約および貸出コミットメントライン契

約

当座貸越極度額および 

貸出コミットメントの総額
5,750百万円

借入実行残高 550百万円

 差引額 5,200百万円

※３ のれんおよび負ののれんの表示 

のれんおよび負ののれんは相殺表示しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 988百万円

負ののれん 163百万円

 差引額 824百万円

※３ のれんおよび負ののれんの表示 

のれんおよび負ののれんは相殺表示しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 1,272百万円

負ののれん 187百万円

 差引額 1,085百万円

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および

金額は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 6百万円
広告宣伝費 188百万円
役員報酬 402百万円
給与賞与 5,172百万円
賞与引当金繰入額 510百万円
求人費 55百万円
地代家賃 820百万円
減価償却費 232百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および

金額は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 29百万円
広告宣伝費 65百万円
役員報酬 339百万円
給与賞与 4,427百万円
賞与引当金繰入額 464百万円
退職給付費用 124百万円
求人費 25百万円
地代家賃 676百万円
減価償却費 283百万円

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および

金額は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 5百万円
広告宣伝費 97百万円
役員報酬 193百万円
給与賞与 2,556百万円
賞与引当金繰入額 269百万円
求人費 23百万円
地代家賃 398百万円
減価償却費 107百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目および

金額は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 13百万円
広告宣伝費 33百万円
役員報酬 170百万円
給与賞与 2,128百万円
賞与引当金繰入額 206百万円
退職給付費用 61百万円
求人費 13百万円
地代家賃 330百万円
減価償却費 177百万円
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当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)および当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１

日  至  平成22年９月30日) 

１  発行済株式の種類および総数 

 
  

  

２  自己株式の種類および株式数 

 
  

  

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高 

該当事項はありません。 

  

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５  株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金勘定 18,073百万円

預入期間が３か月を超える 
定期預金

△477百万円

現金及び現金同等物 17,595百万円

※１  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金勘定 36,376百万円

預入期間が３か月を超える 
定期預金

△573百万円

現金及び現金同等物 35,803百万円

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 48,794,046

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,647,729

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日 
定時株主総会

普通株式 411 10 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金
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前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

前連結会計年度末で、コーポレートベンチャーキャピタル事業から撤退し、単一セグメントとなった

ため、記載を省略しております。 

  

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

前連結会計年度末で、コーポレートベンチャーキャピタル事業から撤退し、単一セグメントとなった

ため、記載を省略しております。 

  

前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 「アジア」に属する国および地域は、中国、韓国およびタイであります。 

  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 「アジア」に属する国および地域は、中国、韓国およびタイであります。 

３ 「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号 平成19年12月27日)および「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結累計期間より適用し

ております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、売上高は、「日本」で386百万円、「アジア」で10

百万円それぞれ増加しております。また、「日本」で営業利益が195百万円増加し、「アジア」で営業損失

が2百万円減少しております。 

４ 在外子会社等の収益および費用については、第１四半期連結累計期間より期中平均の直物為替相場により円

貨に換算する方法に変更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、売上高は、「アメリカ」で2百万円、「アジア」で

122百万円それぞれ減少しております。また、「アメリカ」で営業利益が1百万円減少し、「アジア」で営業

損失が3百万円減少しております。 

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

日本 
(百万円)

アメリカ
(百万円)

アジア
(百万円)

計(百万円)
消去または 
全社(百万円)

連結(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

35,148 67 2,464 37,680 ─ 37,680

 (2) セグメント間の内部 
   売上高または振替高

16 6 205 228 (228) ─

計 35,165 73 2,670 37,909 (228) 37,680

  営業利益または 
  営業損失(△)

2,794 2 △124 2,671 (1,468) 1,203

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

日本 
(百万円)

アメリカ
(百万円)

アジア
(百万円)

計(百万円)
消去または 
全社(百万円)

連結(百万円)

  売上高

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高

70,091 141 4,965 75,197 ─ 75,197

 (2) セグメント間の内部 
   売上高または振替高

90 14 411 516 (516) ─

計 70,181 155 5,376 75,713 (516) 75,197

  営業利益または 
  営業損失(△)

4,901 14 △145 4,770 (3,021) 1,749
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海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。   

  

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。   

  

  

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

平成21年３月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

1. 報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。  

 当社グループは、当社が提供する情報サービス事業として「単体サービス」、当社連結子会社が展

開する事業を、サービスの提供先ごとに区分し、「ＢｔｏＢ国内子会社」、「ＢｔｏＢ海外子会

社」、「ＢｔｏＣ子会社」の４つを報告セグメントとしております。 
 

  

2. 報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報   

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

（単位：百万円） 

 
(注) １ セグメント利益または損失（△）の調整額136百万円は、セグメント間取引消去113百万円、のれんの償却額

23百万円であります。 

２ セグメント利益または損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

【セグメント情報】

「単体サービス」‥‥‥‥‥‥ 

 

当社におけるコールセンターサービスを中心としたワンストップの

アウトソーシングサービス事業等

「ＢｔｏＢ国内子会社」‥‥‥ 国内子会社における法人向け情報サービス事業

「ＢｔｏＢ海外子会社」‥‥‥ 海外子会社における法人向け情報サービス事業

「ＢｔｏＣ子会社」‥‥‥‥‥ 子会社における消費者向けメディアサービス事業

報告セグメント
調整額 
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額 

(注)２
単体 

サービス
ＢｔｏＢ
国内子会社

ＢｔｏＢ
海外子会社

ＢｔｏＣ
子会社

合計

売上高

外部顧客への売上高 60,146 6,178 6,562 1,463 74,350 ─ 74,350

セグメント間の内部 
売上高または振替高

108 4,913 209 1 5,232 △5,232 ─

計 60,254 11,091 6,771 1,465 79,583 △5,232 74,350

セグメント利益 
または損失(△)

1,864 256 △69 236 2,288 136 2,425
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当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) １ セグメント利益または損失（△）の調整額△25百万円は、セグメント間取引消去△37百万円、のれんの償却

額11百万円であります。 

２ セグメント利益または損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

3. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報   

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

「単体サービス」セグメントにおいて220百万円、「ＢｔｏＢ国内子会社」セグメントにおいて4百

万円、「ＢｔｏＢ海外子会社」セグメントにおいて0百万円、「ＢｔｏＣ子会社」セグメントにおい

て23百万円の減損損失を計上しております。 

  

(重要な負ののれん発生益) 

「ＢｔｏＢ海外子会社」セグメントにおいて、当第２四半期連結会計期間より、持分比率の増加に

よりTENSYN COMMUNICATION HOLDING CO., LTD.を連結の範囲に含めたことにより、負ののれん発生益

を計上しております。 

なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第２四半期連結会計期間においては60百万

円であります。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額 
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額 

(注)２
単体 

サービス
ＢｔｏＢ
国内子会社

ＢｔｏＢ
海外子会社

ＢｔｏＣ
子会社

合計

売上高

外部顧客への売上高 30,305 2,999 3,357 579 37,242 ─ 37,242

セグメント間の内部 
売上高または振替高

72 2,490 128 1 2,692 △2,692 ─

計 30,378 5,490 3,486 580 39,935 △2,692 37,242

セグメント利益 
または損失(△)

1,249 152 △51 2 1,352 △25 1,326
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金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。 

  

  

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。  

  

  

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。  

  

  

該当事項はありません。 

  

  

重要な企業結合等はありません。 

  

  

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動が認められません。 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年

３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成

20年３月31日）を適用しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、第１四半期連結会

計期間の期首における残高と比較しております。  

  

  

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動が認められません。  

  

  

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)
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1. １株当たり純資産額 

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

2. １株当たり四半期純利益金額等 

第２四半期連結累計期間 

 
（注）1. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 2．１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

954円42銭 922円62銭

項目
当第２四半期
連結会計期間末 

(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 42,846 41,425

普通株式に係る純資産額(百万円) 39,271 37,963

差額の主な内訳(百万円)

  少数株主持分 3,575 3,462

普通株式の発行済株式数(株) 48,794,046 48,794,046

普通株式の自己株式数(株) 7,647,729 7,646,736

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株)

41,146,317 41,147,310

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 10円56銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

１株当たり四半期純利益金額 61円39銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 415 2,526

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 415 2,526

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 39,311,571 41,146,439

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式
について前連結会計年度末から重要な変動がある場合
の概要

普通株式
新株予約権４銘柄 
601,800株

普通株式 
新株予約権１銘柄 
214,400株
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第２四半期連結会計期間 

  

 
（注）1. 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 2．１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

  

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

当社は平成19年８月３日、日本GE株式会社から、CADソフトウエアの販売取引に関して、約19億円

の売買代金返還訴訟を提起され、また、同取引に関与した当社他数社に対して約58億円の損害賠償請

求訴訟を提起されました。さらに、平成22年２月12日、同取引に関連し日本GE株式会社がシリコンス

タジオ株式会社より譲り受けた、約26億円の譲受債権請求訴訟を提起されておりました。 

 当社は各訴訟について請求棄却を求めて争ってまいりましたが、各訴訟を早期に解決するために日

本GE株式会社と訴訟外で和解し、当社が日本GE株式会社に対して2,477百万円を支払い、平成22年10

月21日に各訴訟が取り下げられ、いずれも訴訟が終結いたしました。 

 なお、上記支払額については平成22年３月期において、相当見込額を訴訟損失引当金として計上済

みであります。今後、当社では、責任のある第三者から回収すべく、請求を行う予定であります。 

  

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 10円41銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

１株当たり四半期純利益金額 42円95銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 409 1,767

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 409 1,767

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 39,313,699 41,146,349

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式
について前連結会計年度末から重要な変動がある場合
の概要

普通株式
新株予約権２銘柄 
420,200株

普通株式 
新株予約権１銘柄 
214,400株

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。 

  

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成２１年１１月１３日

トランス・コスモス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

トランス・コスモス株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四

半期連結会計期間(平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成

２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トランス・コスモス株式会社及び連結子会

社の平成２１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 恩  田       勲   ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小  川  一  夫   ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    中  川      豪   ㊞

(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれておりません。
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平成２２年１１月１２日

トランス・コスモス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

トランス・コスモス株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第２四

半期連結会計期間(平成２２年７月１日から平成２２年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成

２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トランス・コスモス株式会社及び連結子会

社の平成２２年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期

連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    湯  本  堅  司    ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    中  川     豪    ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    長  南  伸  明    ㊞

(注) １. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲には、XBRLデータ自体は含まれておりません。
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